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国有地の異常な８億円もの値引き。
疑惑を追及されると公文書を改ざ
ん─国政を私物化し、民主主義を
破壊する安倍政権。厚労省は裁量
労働制データねつ造、文科省は学校
教育への不当な介入…、その「毒」
は行政府全体に。いま国民の怒りの
世論が沸騰しています。

東京・新宿ホコ天に８０００人が集まった
「内閣総辞職」を求める大街宣＝３月２５日

　「訴追のおそれがあるから」と核心部分の証
言をいっさい拒否しながら、「安倍首相夫妻の
影響ない」と、政権に都合のいいことだけは明
言した佐川氏。いっそう疑惑が深まりました。
真相を解明するためには、昭恵氏はじめ関係
者全員の証人喚問が必要です。

　「文書の改ざんについては刑事訴追のおそれを
理由に『答えられない』を連発する一方、総理や総
理夫人、官邸や総理秘書官の関与については明
確に否定し、その落差が非常に激しいという印象
を受けた。政治家の関与がないのなら、なぜ文書
の改ざんという重大な行為が起きたのか、疑問が
さらに拡大した印象がある」

落合洋司弁護士・元検事（ＮＨＫニュース３月２７日）


